
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [406,140円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.7]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [25.10人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.2%]

類似団体内順位
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [1,147,196円]

類似団体内順位
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

七ケ宿町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
■財政力指数
　・ここ数年で僅かながら連続した伸びとなっており、類似団体平均を上回る０．４１となっている。七ヶ宿ダムを所在する
ことによるダム所在市町村交付金が４３２百万円と基準財政収入額の大半を占めていることが、類似団体平均を上回る
要因となっている。
■経常収支比率
　・歳入における経常一般財源の状況を平成１６年度と比較しても、２．７％程度減額となっており、歳入総額でも０．８％
の減ではあったが、経常収支比率は平成１６年度から１％下回る９１．３％となった。今後、事務の効率化、民間委託、指
定管理者制度導入により、経常経費の削減に努め、類似団体を下回る事を目標とする。
■人口１人当たり人件費・物件費
　・類似団体平均を上回っているのは、主に人件費が要因となっているが、スキー場運営等民間でできるものは、指定管
理者導入を推進し、人件費の抑制に努めている。

■ラスパイレス指数
　・平成１０年度をピークに職員給与は減少しているものの、ラスパイレス指数を見ると類似団体を１．２上回っている状況で
ある。今後は給与構造改革、定員適正化計画に基づき、より一層の適正化に努める。
■人口1人当たりの地方債現在高
　・近年大規模事業が少なかったため、現在のところ類似団体を僅かに下回っているが、今後予定されている教育施設の
耐震化事業や緊急性や必要性の高い事業を予定しており、一時的に類似団体を上回ることも予想されるが、新規地方債
の発行抑制に努める。
■実質公債費比率
　・類似団体平均を下回っているものの、学校関連施設の耐震化事業により、一時的に上昇することも懸念されるが、地方
債発行額２億円の上限枠設定を今後も継続し、起債に大きく頼ることのない財政運営に努める。
■人口1,000人当たり職員数
・類似団体を５．６２人上回っている。指定管理者導入の外部委託を図り事務事業を削減し、また、退職者不補充等により、
職員の削減を図る。


